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１. 日本の水資源

「令和7年版 日本の水資源の現況」より
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２. -1 フルプラン（水資源開発基本計画）と水機構の設立

リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のありかたについて（答申の概要）に加筆

水の安定供給の必要性

水資源開発水系は我が国の社会経済で重要な役割を担う地域であり「水の安定供給」は引き続き重要な課題

水資源開発水系の概況

○現状認識
・全国の７つの水資源開発水系において、累次のフルプランのもとで総合的な水資源の開発を推進。
・水資源開発水系における製造品出荷額と人口は全国の約５割。全国における都市用水の約５割を水資源開発水系で使用。
・水資源開発水系では多くの水資源開発施設の整備が進展し、開発水量の確保がおおむね達成される見通しとなっているが、一部の施設は未だ
整備中。
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水資源開発水系における開発水量・給水人口・工業出荷額の推移
施設整備の状況（水源施設）：平成27年度末時点

水系 施設整備の状況

利根川・荒川水系 91.8%

豊川水系 96.1%
木曽川水系 100.0%
淀川水系 99.0%
吉野川水系 100.0%
筑後川水系 96.4%

※施設整備の状況＝
手当済みの開発水量／開発予定水量×100

※水資源開発水系：利根川および荒川、豊川、木曽川、淀川、吉野川並びに筑後川の７水系
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２. -1 フルプラン（水資源開発基本計画）と水機構の設立

水機構パンフレットより
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２. -1 フルプラン（水資源開発基本計画）と水機構の設立

リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のありかたについて（答申の概要）より
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２. -2 水の高度利用

「令和7年版 日本の水資源の現況」より
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３. 流域総合水管理

令和8年度 水管理・国土保全局関係予算概算要求概要より
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３. 流域総合水管理

令和8年度 水管理・国土保全局関係予算概算要求概要より
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８. 令和7年 渇水状況

国土交通省 資料より
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８. 令和7年 渇水状況

利根川上流ダム群等の現状と今後の見通しについて（令和7年9月29日関東地方整備局）より
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４. 渇水対応タイムライン

（１）渇水対応タイムラインの検討
渇水対応タイムラインの検討にあたっては、想定される渇水の深刻度の進展と影響・被害をシナリオ化し、シナリオに沿って対応を検討し
た上で、「どの段階で」、「各渇水関係機関のハード対策やソフト対策を」、「どのように組み合わせるか」を具体的に示す必要がある。

※渇水指標は、貯水率以外に取水制限率や給水制限率など、用
途に応じて設定

①渇水シナリオ

・渇水対応タイムラインの検討にあたっては、危機的な渇水状況に対し、水の用途ごとに渇水の深刻度の進展をモニタリングできる指標となる取
水制限や給水制限等の対応を水系・地域の実情に応じて設定

・渇水の初期から徐々に深刻度が進展していく状況を渇水シナリオとして、このシナリオを渇水関係機関で共有し、水系・地域の特性、水利用
の経緯や実情を踏まえつつ、渇水の深刻度に応じた対応策について「渇水対応協議会」の場で共有を図る。

②渇水対応タイムライン

・渇水対応タイムラインにおいては、「何をするか」、「誰がするか」、だけでなく、「どのタイミングで行うか」が重要であり、渇水シナリオに沿って取水
制限、給水制限、水系・地域の社会経済活動等への影響を考慮しつつ、一覧性のある表などで、分かりやすく整理されることが求められる。

・渇水対応タイムラインには、広域的な水融通や利水者間の調整といった、事前の合意形成に至らない内容も含まれることがある。その場合、渇水
関係機関が納得のいく共有できる範囲で、渇水対応タイムラインの作成に向けて努力すべき。

・加えて、現状の対応策では限界が明らかとなり、新たな対応策の検討が必要な場合は、速やかに検討に着手することが重要であり、渇水対応
タイムラインの検討は、そのような「気づき」ができる貴重な機会となることにも意義がある。

【渇水対応を含む渇水シナリオのイメージ】

「渇水対応タイムライン作成のためのガイドライン（初版）の概要」に加筆
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４. 渇水対応タイムライン

「渇水対応タイムライン作成のためのガイドライン（初版）の概要」より
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４. 渇水対応タイムライン

「国土交通省HP」より

国が管理する３５水系３７河川で公表。（令和7年7月1日現在）
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フェーズ フェーズⅠ フェーズⅡ フェーズⅢ フェーズⅣ フェーズⅤ
⽔資源の状況 平常時 渇⽔注意期 渇⽔初期 深刻な渇⽔期 異常渇⽔期

貯⽔率
(利根川上流９ダム夏期制限容量

)

１００％〜７０％程度 ７０％程度〜５０％程度 ５０％程度〜３０％程度 ３０％程度〜０％

国⼟交通省、経済産業省、農林

⽔産省、東京都、千葉県、埼⽟

県、茨城県、群⾺県、栃⽊県及

び独⽴⾏政法

⼈⽔資源機構

①利根川⽔系渇⽔対策連絡協議会を活⽤した情報共有及び対策検討・調整

①利根川⽔系渇⽔対策連絡協議会にて対策検討（取⽔制限
等）

⽔資

源の

確保

対

策

国⼟交通
省

独⽴⾏政法
⼈

⽔資源機
構

②洪⽔期のダムの弾

⼒的管理の準

備

②洪⽔期のダムの弾⼒的管理・活⽤容量の貯留⽔の利⽤

③北千葉導⽔路、利根川連絡⽔路等の下流利⽔施設等の運⽤

④武蔵⽔路等の新たな運⽤（荒川の余剰⽔を活⽤し、利根川上流ダム群の補給量を抑
制）

⑤既存施設の徹底活⽤の
検討

（ダム死⽔容量等の活⽤）

国⼟交通

省電⼒事

業者

⑥電⼒ダム等の放流に関

する要請（必要に応じ

て）

利根川水系渇水対応タイムライン

※本渇水対応タイムラインは、渇水被害を最小限にとどめるため、河川管理者などが講じる対策、都県が取るべき行動を示したものです。
※本タイムラインは、行動の目安とするため過去の渇水対応を参考に設定したものであり、実際の対応は状況を踏まえ適宜調整します。
※なお、実際の渇水調整や具体的な対応は利根川水系渇水対策連絡協議会で決定されます。

「利根川水系渇水対応タイムライン
（令和３年１２月）」より
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※本渇水対応タイムラインは、渇水被害を最小限にとどめるため、河川管理者などが講じる対策、都県が取るべき行動を示したものです
。
※本タイムラインは、行動の目安とするため過去の渇水対応を参考に設定したものであり、実際の対応は状況を踏まえ適宜調整します。
※なお、実際の渇水調整や具体的な対応は利根川水系渇水対策連絡協議会で決定されます。

フェーズⅠ フェーズⅡ フェーズⅢ フェーズⅣ フェーズⅤ

平常時 渇⽔注意期

継続的な

供給の確

保対策

千葉県

フェーズ

⽔資源の状況

貯⽔率
(利根川上流９ダム夏期制限容量)

⑦⽇本⽔道協会と情報共有／必要に応じて全国の⽔道事業者からの給⽔⽀援（⽇本⽔道協会との連携）

東京都

ダム貯⽔量等の注視、情報収集・共有

体制（渇⽔対策本部開設等）

⑦節⽔に関する広報

節⽔の協⼒要請

各都県

⽔道⽤⽔の減圧給⽔等の準備・実施（必要に応じて）

⑦噴⽔等の⾃粛要請 ⑦噴⽔等の中⽌

要請ダム貯⽔量等の注視、情報収集・共有

体制（渇⽔対策本部開設等）

⑦節⽔に関する広報

節⽔の協⼒要請

⽔道⽤⽔の減圧給⽔等の準備・実施（必要に応じて）

農業⽤⽔の番⽔等（必要に応じて）

⑦噴⽔等の⾃粛・中⽌要請

１００％〜７０％程度 ７０％程度〜５０％程度

渇⽔初期 深刻な渇⽔期 異常渇⽔期

５０％程度〜３０％程度 ３０％程度〜０％

利根川水系渇水対応タイムライン

「利根川水系渇水対応タイムライン
（令和３年１２月）」より
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ダムの弾⼒的管理（イメージ）
洪水期 非洪水期非洪水期

▼常時満水位

▼制限水位

洪水調節

容量

利水容量

堆砂容量

弾力的管理を実施

利水容量

堆砂容量

活用容量

▼常時満水位

▼制限水
位

洪水調節

容量

ダムの弾⼒的管理 対象ダム位置図（2021年10⽉27⽇時点）

番号 1 2 3 4 5 6 7 8
利根川
計

⽔系 利根川 利根川 利根川 利根川 利根川 利根川 利根川 利根川

ダム名 薗原ダム 下久保ダム 草⽊ダム 渡良瀬貯⽔池 ⼋ッ場ダム 五⼗⾥ダム 川俣ダム 川治ダム

弾⼒的管理
活⽤容量（万m3）

180 110 100 173 360 194 518 328 1,963

■洪水期におけるダムの弾力的管理
 洪水調節を目的に有するダムは、洪水期には洪水調節容量を予め空容量として確保しておき、洪水時に、この空
容量を利用して洪水調節を実施しています。

 弾力的管理では、このように平常時は空容量となっている洪水調節容量の一部に、洪水調節に
支障をきたさない範囲で水を貯留し、河川環境の保全や異常渇水時の流水の正常な機能を維持するための流量
の補給等に利用できるようにしているものです。

 この弾力的管理によって「活用容量」に貯留した水を、利水補給で活用します。

利根川水系渇水対応タイムライン【水資源の確保対策】②

「利根川水系渇水対応タイムライン
（令和３年１２月）」より
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利根川流域

「利根川水系渇水対応タイムライン（令和３年１２月）」より
26
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■北千葉導水路、利根川連絡水路等の下流利水施設等の運用

利根川上流ダム群の補給と相まって、北千葉導水路等下流利水施設等を運用※し、霞ヶ浦や利根川下流部等に
集まった水を江戸川に供給します。

北千葉導水路等運用「なし」

・ダムの貯留水を大量に補給するため、貯水量が減少

貯水量が減少

貯水位が
補給量大 大幅に低下

北千葉導水路等運用「あり」

・下流利水施設とダムの貯留水からの補給の連携により、渇水時
の貯留量の減少を抑制

貯水量の減少を抑制

貯水位の

補給量抑制 低下が少ない

※利根川からの導水基本原則（①利根川の布川地点下流の既得水利に支障を与えない、②利根川河口堰下流日平均放流量30m3/sが確保されている、③水質等、河川環境に
ついても充分に配慮し下流の既得水利に支障を及ぼさないように操作する）に基づく運用

利根川水系渇水対応タイムライン【水資源の確保対策】③

「利根川水系渇水対応タイムライン（令和３年１２月）」より 27
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武蔵⽔路

武蔵水路運用（流量調整）「なし」 武蔵水路運用（流量調整） 「あり」

・利根川上流ダム群の補給量が多くなり、貯水量が減少 ・武蔵水路の通水量を減少させ、利根川上流ダム群の補給量
を抑制し、貯水量の減少を抑制

荒川
ダム
群

荒
川

貯水位
の低下が大き
い

利根川上
流ダム
群

利
根
川

補給量
大

秋ヶ
瀬取
⽔堰

荒川
ダム
群

荒
川

利根川上
流ダム
群

利
根
川

秋ヶ
瀬取
⽔堰

武蔵⽔路

利根⼤
堰

補給量抑
制

貯水位の
低下が少な
い

⽔道
⽤⽔
取⽔

⽔道
⽤⽔
取⽔

通水量を減少利根⼤
堰

荒川ダム群と武蔵
水路等を合わせた
水量を秋ヶ瀬取水
堰から取水

洪水調節容
量

余剰水
小

放
流
量

増

洪水調節容
量

余剰水
大

■武蔵水路等の新たな運用（荒川の余剰水を活用し、利根川上流ダム群の補給量を抑制）
 利根川上流ダム群の貯水量が減少した場合は、荒川の余剰水※を武蔵水路の通水量の一部に振り替えることで、
利根川上流ダム群の補給量を抑制し、ダム貯水量の減少を軽減します。

※７月の洪水期に向けて洪水調節容量を確保するための放流など、荒川に継続して余剰水が多い場合を想定。

利根川水系渇水対応タイムライン【水資源の確保対策】④

28
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３. 流域総合水管理

令和8年度 水管理・国土保全局関係予算概算要求概要より
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○ 全国の多目的ダム、利水ダムには、約180億m3の水を貯めることが可能（※１）であるが、水力

発電、農業用水、水道等のために必要な水を貯めておくための容量が大きく、河川の氾濫の防止を
目的として洪水を貯めるために確保している容量(※２)はダム全体の約3割（約55億m3）

ダム数
洪水調節容量 利水容量 合計

（百万m3） （百万m3） （百万m3）

570 5,509 5,985 11,494

ダム数
洪水調節容量 利水容量 合計

（百万m3） （百万m3） （百万m3）

900 0 6,790 6,790

洪水調節容量

利水容量

堆砂容量

洪水吐

発電所 堆砂容量

利水容量

全国の多目的ダムの容量 全国の利水ダムの容量

※令和2年4月時点

○多目的ダム（治水等）の貯留模式図 ○利水ダムの貯留模式図

※1 有効貯水容量
※2 洪水調節容量

合計：約 55憶ｍ３（約3割）
合計：約180憶ｍ３

多くの用途に使われている我が国のダムの状況
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水系毎の国土交通省所管ダム(多目的ダム)の容量の合計

石狩川 最上川

北上川

九頭竜川

吉野川

利根川

阿武隈川

雄物川

筑後川

荒川

木曽川

信濃川
十勝川

相模川

手取川

岩木川

米代川天塩川

小瀬川

天竜川

江の川

斐伊川

大淀川

旭川 淀川

１０億ｍ３以上

５億ｍ３以上

１億ｍ３以上

３億ｍ３以上

５千万ｍ３以上

１級水系における国土交通省
所管ダムの有効貯水容量の
合計

全国の国土交通省所管ダムの容量

※治水専用ダムを含む。 ※国（沖縄）は、沖縄振興特別措置法第百七条
に基づき国土交通大臣が管理するもの

水系 管理者 ダム数
洪水調節
容量

（百万ｍ３）

利水容量
（百万ｍ３）

有効貯水
容量

（百万ｍ３）

１級

国 95 2,924 2,746 5,670

水機構 24 604 1,207 1,810

道府県 216 1,062 998 2,060

合計 335 4,589 4,951 9,540

２級

国（沖縄） 9 26 105 131

道府県 226 893 929 1,822

合計 235 920 1,034 1,954

合計 570 5,509 5,985 11,494

〇国土交通省所管ダムの有効貯水容量の合計は、約１１５億㎡あり、そのうち、洪水調節容量は約５５億㎡であり、電力や
農業用水など利水を目的とする容量は約６０億㎡。

R2.4時点

(R2.4時点)
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５億ｍ３以上

１億ｍ３以上

３億ｍ３以上

５千万ｍ３以上

石狩川

新宮川

天竜川大井川

信濃川

阿賀野川

庄川

北上川

木曽川

常願寺川

黒部川十勝川

多摩川

吉野川

１級水系における利水ダムの
有効貯水容量の合計

全国の利水ダムの容量

水系 許可権者 ダム数
洪水調節
容量

（百万m3）

利水容量
（百万m3）

有効貯水
容量

（百万m3）

１級

国 504 0 5,636 5,636
道府県 116 0 87 87
合計 620 0 5,723 5,723

２級 道府県 280 0 1,067 1,067
合計 900 0 6,790 6,790
※利水：発電(資源エネルギー庁所管)、工水(経産省)、

農業(農水省所管)、上水(厚労省所管)

高梁川

神通川

水系毎の利水ダムの貯水容量の合計

〇利水ダムの有効貯水容量の合計は、約６８億㎡あり、阿賀野川水系や新宮川水系などに発電を目的とした容量が多い。

R2.4時点

(R2.4時点)
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晴天が
続くと
予測

○2050年カーボンニュートラル実現等に向け、既存ダムを活用し、再生可能エネルギー創出を促進

○国土交通省や水資源機構が管理するダムにおいて、最新の気象予測技術を活用し、洪水期ではない冬季で大雨が

予測されない場合に、貯水位を高い状態で維持し、水力発電に活用することや、農業用水や水道等の水利用の供
給安定性向上を目指して試行

ダムの水位

洪水期
（梅雨期～台風期）非洪水期 非洪水期

水
位
を
上
げ
る

大雨が
降ると
予測

水
位
を
下
げ
る

治水優先治水と利水をバランス 治水と利水をバランス

期間（年間）

＜ダムの運用イメージ
＞

従来の運用

予測の活用により可能となる運
用

晴天が
続くと
予測

水
位
を
上
げ
る

大雨が
降ると
予測

水
位
を
下
げ
る

これまでは非洪水期も
洪水時以外は貯めない

これまでは非洪水期も
洪水時以外は貯めない

Ｂｅｆｏｒｅ

Ａｆｔｅｒ

Ｂｅｆｏｒｅ

Ａｆｔｅｒ

洪水に備え、洪水時
以外は貯めない

洪水調節
容量

利水
容量

洪水吐
ゲート

発電
放流管

貯水位が上がると、発電量が
増し、農業･水道等水利用の
供給安定性向上にも寄与

大雨が
降ると
予測

水
位
を
下
げ
る

事前放流

※後に貯水位を回復

利水機能の強化に資するダム運用の高度化（非洪水期の弾力的な運
用）
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○2050年カーボンニュートラル実現等に向け、既存ダムを活用し、再生可能エネルギー創出を促進

○国土交通省や水資源機構が管理するダムにおいて、洪水調節によってダムに貯まった水を次の台風等に備えて

洪水後に放流するときに、最新の気象予測技術を活用し、洪水に支障のない範囲で、できる限り有効に発電に
活用しながら放流を試行

ダムの水位
発電放流管を使って
発電しながら緩やかに水位低下

洪水用ｹﾞｰﾄを使って

速やかに水位低下

時間

治水優先

治水と利水をバランス

事前放流 洪水の貯留 貯留した洪水
の放流

洪水調節
容量

利水
容量

洪水吐
ゲート

発電
放流管

雨が降ると予測
または

いつ雨が降っても
いいように準備

晴天が続くと予測

＜ダムの運用イメージ
＞

従来の運用

予測の活用により
可能となる運用

Ｂｅｆｏｒｅ

Ａｆｔｅｒ

放流を発電に無駄なく使え、
貯水位も上がるので、発電量
が増加

利水機能の強化に資するダム運用の高度化（貯留した洪水の放流の工
夫）

34



公益財団法人リバーフロント研究所
35

６. 地下水採取と地盤沈下（濃尾平野）

地盤沈下防止等対策要綱に関する関係府省連絡会議 資料より
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６. 地下水採取と地盤沈下（濃尾平野）

地盤沈下防止等対策要綱に関する関係府省連絡会議 資料より
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６. 地下水採取と地盤沈下（濃尾平野）

国土交通省 資料より
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７. 災害時地下水利用ガイドライン

内閣府HPより
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Outline

Legislative Background
Climate Change Response Act (CCRA: enacted on Feb 15, 2023)

National Scientific Report 2024
Science-based Information on Climate Change (published on May 8, 2024)

National Adaptation Framework
Operational Guidelines on Risk Assessment and Adaptation (enacted on Jul 16, 2025)

Case Study: Water Resources Sector
Benefits of Adaptation Strategies (evidence from the TCCIP project)

Note: TCCIP stands for Taiwan Climate Change Projection Information and Adaptation Knowledge Platform
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Legislative Background

Climate Change Response Act (CCRA) - Overview

 Enacted on Feb 15, 2023, amended from the Greenhouse Gas Reduction and 
Management Act (Ch3. Climate Change Adaptation)

 Serves as primary legal framework for climate mitigation and adaptation in Taiwan

 Article 18 (3): the operational guidelines for climate change risk assessment shall 
be determined by the central competent authority

Regulations for Climate Change Risk Assessment

 Enacted on July 16, 2025, pursuant to Article 18 (3) of CCRA

 Provides the key elements and the national adaptation framework
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CCRA: Special Chapter on Adaptation

science-based, enhancing resilience, SDGs, governance mechanisms, green finance, emerging industries, 
talent cultivation, vulnerable groups, community- and indigenous-based

Article 17: Adaptation Capacity Building 

Article 18: Climate Science and Risk Assessment

NSTC & MOENV

 Climate Change Science and Adaptation Impact Research
 National Scientific Report 2024 (collaborate with the CWA)

governments
(at all levels)

Risk Assessment & Adaptation
guidance

assistance

Responsible Authorities
Climate change adaptation is led by the Ministry of Environment (MOENV) and the National Development 
Council (NDC), with other central industry competent authorities serving as co-leading agencies (Article 8)

Note: National Science and Technology Council (NSTC); Ministry of Environment (MOENV); Central Weather Administration (CWA)
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CCRA: Special Chapter on Adaptation

Ministry of Env. 
(MOENV)

Integrating inter-ministerial research capacity 
to establish a collaborative ecosystem for 
climate adaptation science

Note: National Science and Technology Council (NSTC); Ministry of Environment (MOENV ); National Development Council (NDC)

Guiding all levels of government to apply climate 
science for risk assessment and evidence-based 
governance

Collaboration on Climate Change Adaptation 
Science and Research (Article 18)

 Scientific information

 Scientific reports

 Science translation

 Technical assistance

 Policy support

Climate Change Adaptation Governance 
Platform

 Central Governments (Article 19):
Adaptation Action Programs (including 
capacity building)

 Local Governments (Article 20) :
Adaptation Implementation Programs

(Eight Key Vulnerable Sectors)

 Stakeholder Engagement (Article 17) :
Industry and Public Participation

National S&T 
Council (NSTC)

Ministry of Env. 
(MOENV)

National Dev. 
Council (NDC)
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Outline

Legislative Background
Climate Change Response Act (CCRA: enacted on Feb 15, 2023)

National Scientific Report 2024
Science-based Information on Climate Change (published on May 8, 2024)

National Adaptation Framework
Operational Guidelines on Risk Assessment and Adaptation (enacted on Jul 16, 2025)

Case Study: Water Resources Sector
Benefits of Adaptation Strategies (evidence from the TCCIP project)

Note: TCCIP stands for Taiwan Climate Change Projection Information and Adaptation Knowledge Platform
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National Scientific Report 2024

Review of Recent Studies on Climate Change
 Current water resources challenges

 Future rainfall & runoff projections

 Key drought-related factors

Report on Scientific Research Gaps
 Enhancing climate data interpretation

 Advancing research on seasonal rainfall

 Strengthening water resources management

Unveiling the Impacts of Climate Change across Sectors (e.g., water resources)
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Current Water Resources Challenges

source: water resources agency (www.wra.gov.tw/cl.aspx?n=6230)

Water Resources Utilization (2013-2022)

Uneven Water Availability
Wet-dry ratio 78:22

Reservoir Sedimentation
29.7% capacity lost

Rising Drought Frequency
From 5-10 yrs to 3-5 yrs

(18.5%)

(droughts: 2015, 2018, 2021, 2023)
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The Impact of Climate Change on Hydrology

Review of National-scale Researches* (rainfall & runoff)
*Major Ref: 1TCCIP project; 2Impact Assessment of Climate Change on Water Resources of Major River 
Basins (WRPI, 2022)

Scenario
Rainfall

Scenario
Runoff

Lower
response tank

Upper
response tank

Slz

Soil
moisture

Evapotranspiration

Ssm

Rainfall

Suz

UZL

Slow response
Quick response

Runoff(Q
)

Q0=K0(Suz-UZL)

Q d=K 2S lz

Q1=K1Suz PERC

Qs

Lower
response tank

Upper
response tank

SlzSlz

Soil
moisture

Evapotranspiration

Ssm

Rainfall

Evapotranspiration

Ssm

Rainfall

Suz

UZL

Suz

UZL

Slow response
Quick response

Runoff(Q
)

Q0=K0(Suz-UZL)

Q d=K 2S lz

Q1=K1Suz

Slow response
Quick response

Runoff(Q
)

Q0=K0(Suz-UZL)

Q d=K 2S lz

Q1=K1Suz PERCPERC

QsQs

HBV Model GWLF Model

Two Widely Used Hydrological Models

image: Flaticon.com
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Future Rainfall & Runoff Projections

Change in Wet Season Rainfall (comparable to runoff)
For the mid-term period (2041-2060)

(1) SSP2-4.5 (2) SSP5-8.5 (3) GWL 2°C

Change (%)

Wet

Dry

Northern
+9.0%

Central
+7.4%

Southern
+3.6%

Northern
+6.5%

Central
+6.1%

Southern
+6.2%

Northern
+3.6%

Central
+1.9%

Southern
+0.7%
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Future Rainfall & Runoff Projections

Change in Dry Season Rainfall (comparable to runoff)
For the mid-term period (2041-2060)

(1) SSP2-4.5 (2) SSP5-8.5 (3) GWL 2°C

Change (%)

Wet

Dry

Northern
-2.4%

Central
-0.8%

Southern
-0.9%

Northern
-3.9%

Central
-2.1%

Southern
-4.1%

Northern
-3.3%

Central
-1.8%

Southern
-2.2%
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Key Drought-related Factors

Change in Dry Spells (consecutive days with rainfall < 1.0 mm)
For the mid-term period (2041-2060)

(1) SSP2-4.5 (2) SSP5-8.5 (3) GWL 2°C

Change (%)

Dry

Wet

Northern
+15.0%

Central
+8.5%

Southern
+12.8%

Northern
+19.5%

Central
+13.7%

Southern
+15.9%

Northern
+16.9%

Central
+11.1%

Southern
+13.7%
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Key Drought-related Factors

Change in Low Flows (Q85 is selected as representative indicator)
For the mid-term period (2041-2060)

Northern Central Southern
GWL2°C GWL2°C GWL2°C

ch
an

g
e 

in
 Q

85
 (%

)

A consistent decrease in monthly Q85 across regions and scenarios
(with some exceptions, such as July, when Q85 increases)

All above factors together, drought could be more severe in the future
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Scientific Research Gaps

Further Study on Major Rainfall Events

Lead to serious drought in 2023

Dynamical downscaling products can be applied to 
investigate potential change in major rainfall events (e.g., 
occurrence and timing)

Uncertainty in Climate Projections
The uncertainty should be taken into account while 
providing necessary decision making information (e.g., 
90% interval of projections)

Since extreme weather events may become the new 
normal, adaptation strategies of varying intensity can 
be integrated

WRM* under Climate Emergency
*water resources management
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Outline

Legislative Background
Climate Change Response Act (CCRA: enacted on Feb 15, 2023)

National Scientific Report 2024
Science-based Information on Climate Change (published on May 8, 2024)

National Adaptation Framework
Operational Guidelines on Risk Assessment and Adaptation (enacted on Jul 16, 2025)

Case Study: Water Resources Sector
Benefits of Adaptation Strategies (evidence from the TCCIP project)

Note: TCCIP stands for Taiwan Climate Change Projection Information and Adaptation Knowledge Platform
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National Adaptation Framework

Note: Adapted from National Scientific Report 2024, Ch.5 Fig.5.1.2 (title text modified)

Scope

Baseline
Risks

Future
Risks

Decision

Execution

Revision

Risk & Gap Identification Planning & Action

2-6 Framework: two stages and six pillars
to support risk assessment and adaptation in various sectors

Operational Guidelines
on Risk Assessment and Adaptation
(enacted on Jul 16, 2025)

Article 5: Scope

Article 6: Baseline Risks

Article 7: Future Risks

Article 9: Decision

Article 10: Execution

Article 11: Revision

align

with
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National Adaptation Framework

Scope
Define stakeholders, institutions, and locations as the 
spatial unit for climate risk assessment, vulnerability 
analysis, and adaptation planning

Baseline Risks
Use historical climate data with quantitative and 
qualitative methods to assess hazards, exposure, and 
vulnerability of the target

Future Risks
Apply the latest scientific and governmental reports to 
project future risks, compare with current risks, and 
identify gaps or high-risk areas
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National Adaptation Framework

Decision
Set adaptation goals, evaluate potential options for 
effectiveness and feasibility, and prioritize those for 
implementation

Execution
Execute adaptation options with clear timelines and 
monitor progress using quantitative indicators or other 
measures

Revision
Review outcomes against targets, assess positive and 
negative impacts, identify barriers, and refine future risk 
assessments and strategies
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National Adaptation Framework

Decision Execution RevisionScope Baseline
Risks

Future
Risks

2-6
Framework

SCOPE

Define stakeholders, institutions, and locations as the spatial unit for climate 
risk assessment, vulnerability analysis, and adaptation planning

Methods

Tools

Case Studies UK-Water Utilities, UK-Thames Estuary

Scoping Process, Stakeholder Engagement, Rolling Revision

Causal Loop Diagram, Causal Inference
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National Adaptation Framework

Decision Execution RevisionScope Baseline
Risks

Future
Risks

2-6
Framework

FUTURE RISKS

Apply the latest scientific and governmental reports to project future risks, 
compare with current risks, and identify gaps or high-risk areas

Methods

Tools

Case Studies Sweden-Norsjö River Basin, USA-New York City

Sensitivity Analysis, Spatial Analysis, Indicator Evaluation

Risk Identification Platform, Adaptation Methods and Tools
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National Adaptation Framework

Visit the website for more information:A



Local Expert: Adaptation Resources for Local Governments

22

Risk Quick Check

2-6 Framework

Case Studies

Local Expert

City/County
Adaptation Framework: two stages and six pillars

Watch the video for details

Note: Adapted from National Scientific Report 2024, Ch.5 Fig.5.1.2 (title text modified). 
Click a pillar to view the description.

Scope

Baseline
Risks

Future
Risks

Decision

Execution

Revision

Risk & Gap Identification Planning & Action
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Outline

Legislative Background
Climate Change Response Act (CCRA: enacted on Feb 15, 2023)

National Scientific Report 2024
Science-based Information on Climate Change (published on May 8, 2024)

National Adaptation Framework
Operational Guidelines on Risk Assessment and Adaptation (enacted on Jul 16, 2025)

Case Study: Water Resources Sector
Benefits of Adaptation Strategies (evidence from the TCCIP project)

Note: TCCIP stands for Taiwan Climate Change Projection Information and Adaptation Knowledge Platform
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Background of the Water Resources Case

Source: Chianan Irrigation

Agriculture Water Use
focus on Chianan irrigation area with the largest irrigated area 
(main water sources: Tsengwen-Wusanto reservoir system)

(Wikipedia)

 Chianan Mgmt. Office: 82,344 (the largest)

 Yunlin Mgmt. Office: 62,252

 Changhua Mgmt. Office: 44,163

 Taichung Mgmt. Office: 30,543

 Pingtung Mgmt. Office: 26,875

Based on 2023 statistics (Ministry of Agriculture), the irrigated 
area (in hectares) under each Mgmt. office is as follows: 
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Background of the Water Resources Case

Tsengwen-Wusanto Reservoir System

 The largest reservoir system in 
Taiwan

 Multiple functions: water supply, 
power generation, flood control, 
and tourism

 Supplying water for  downstream 
irrigation, industrial, and domestic 
uses

 Stabilizing water supply in 
southern Taiwan
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2-6 Framework: Scope

Stakeholders, Institutions, and Locations 

Source: Chianan Irrigation
(Wikipedia)

Authority 
Southern Regional Water Resources Branch, WRA, MOEA

Legal Basis 
Tsengwen Reservoir Operation Guidelines 

Scope 
Prioritized multi-purpose water allocation; reservoir operation, 
maintenance, and management
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2-6 Framework: Scope

Illustration of the Water Resources System Impact Chain

Total Demand

Total Supply

domestic industrial agricultural

irrigation
area

leakage
rate

Irrigation
efficiency

industrial dev.

reuse ratepopulation
growth

per capita 
daily water use

reservoir
weir

groundwater diversified

others

Water Resources 
Risk

 Hazard
climatic factors (e.g., below-
normal rainfall)

 Vulnerability
reservoir capacity (affected 
by sedimentation)

 Exposure
agricultural demand (by 
irrigation area)

Risk Factors
exposure

vulnerability

hazard

Note: For simplification, only representative factors are selected for analysis here. 
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2-6 Framework: Baseline Risks

Baseline Risks: Tsengwen-Wusanto Reservoir System

Source: Chianan Irrigation
(Wikipedia)

Factor Hazard Vulnerability Exposure Risk

Selected
Variable

below-normal 
rainfall 

(probability)

reservoir
capacity

(million m3)

Irrigation
area

(hectares)

shortage
rate
(%)

Baseline 0.40 551.96 18,123 27.7

Note: (1) Baseline agricultural water shortage amount: 249.3 million 
m3/year; (2) The risk assessment considers all major factors in the 
water resources system. For simplicity, only key factors are analyzed 
here. Further comprehensive analysis is recommended.
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2-6 Framework: Future Risks

Setting of Climate Change Adaptation Scenarios

Pre-industrial
1850-1900

Baseline
1995-2014

Near-term
2021-2040

Mid-term
2041-2060

Long-term
2081-2100

Net-zero

Paris Agmt.

Mitig. Failure

Global Warming Levels (GWLs)

 2021-2040 GWL 1.5°C (rel. to pre-industrial period)

 2041-2060 GWL 2.0°C (rel. to pre-industrial period)

Target Year (Water Resources)
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2-6 Framework: Future Risks

The Impact of Climate Change on Water Resources

 Hazard
climatic factors 
(e.g., below-normal rainfall)

 Vulnerability
reservoir capacity 
(affected by sedimentation)

 Exposure
agricultural demand 
(by irrigation area)

Risk Factors

more frequent
(climate change)

less capacity 
(decline naturally)

maintain current level
(ensure food self-sufficiency)

(Taking both climate change and temporal factors into consideration)
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2-6 Framework: Future Risks

Future Risks: Tsengwen-Wusanto Reservoir System

Source: Chianan Irrigation
(Wikipedia)

Factor Hazard Vulnerability Exposure Risk Adapt. Gap

Selected
Variable

below-normal 
rainfall 

(probability)

reservoir
capacity

(million m3)

Irrigation
area

(hectares)

shortage
rate
(%)

shortage
rate
(%)

Baseline 0.40 551.96 18,123 27.7 -

Future
(w/o adapt.) 0.48 492.70 18,123 35.1 +7.4

Note: (1) Baseline agricultural water shortage amount: 249.3 million m3/year and 
future agricultural water shortage amount: 315.9 million m3/year; (2) The risk 
assessment considers all major factors in the water resources system. For simplicity, 
only key factors are analyzed here. Further comprehensive analysis is recommended.
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2-6 Framework: Decision

Adaptation Implementation

Factor Hazard Vulnerability Exposure Risk Adapt. Gap

Selected
Variable

below-normal 
rainfall 

(probability)

reservoir
capacity

(million m3)

Irrigation
area

(hectares)

shortage
rate
(%)

shortage
rate
(%)

Baseline 0.40 551.96 18,123 27.7 -

Future
(w/o adapt.) 0.48 492.70 18,123 35.1 +7.4

Future
(with adapt.) 0.48 513.00 18,123 30.3 +2.6

Note: Baseline agricultural water shortage amount: 249.3 million m3/year and future 
agricultural water shortage amount: 315.9 million m3/year

Pre-implementation

Post-implementation

(Partially Effective)



33

2-6 Framework: Execution

Tsengwen Reservoir 
Sediment Removal Project

(2022-2025)

March 2021

Adaptation Implementation Status (with quantitative indicators)

 Project Goal
Enhance dredging capacity (+3.06 M m3/year) by improving 
sediment removal facilities

 Duration
2022-2025 (4 years)

 Cumulative Planned Progress
92.14% 

 Cumulative Actual Progress
92.22% (+0.08% compared to planned progress)
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2-6 Framework: Revision

Updating Climate Change Projections

The Master Plan of 
Water Resources Mgmt.

(Approved Edition)

August 2021

The Master Plan of 
Water Resources Mgmt.

(In Progress)

2024-2025

Using AR5 Climate Projections Using AR6 Climate Projections

Refer to the latest scientific research, 
analysis and scenario estimation on 
climate change
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2-6 Framework: Revision

Monitoring Reservoir Sedimentation

 Major earthquake events may cause 
geological instability for up to 40 years

 Extreme rainfall events may lead to severe 
reservoir sedimentation

Establishing a Monitoring and Dynamic 
Adjustment Mechanism for Key Factors

Review whether existing adaptation 
options require revision

reservoir 
capacity (104m3)

sedimentation
(104m3/year)

time



Thank you for your attention!

For Feedback or Questions:
dsshih@nycu.edu.tw
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公益財団法人 リバーフロント研究所 2

０. 発表内容

1.水循環基本法

2.総合流域水管理

3.流域水循環計画と渇水対策

4.熊本県地下水保全条例

5.下久保ダムの堆砂対策

6.浦山ダムの清水バイパス、水機構における水質保全設備
の概要

7.施設の老朽化（矢作川明治用水頭首工）
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１. 水循環基本法（1）法体系

内閣府HPより
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１. 水循環基本法（1）法体系

内閣府HPより
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１. 水循環基本法（2）水循環基本計画

内閣府HPより

2015年

2024年
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より

2021年
1997年

2014年

1964年

1961年
1961年
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より

1896～

1955～

1964～

1973～

1997～

2020～

2024～
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より

2024
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２. 総合流域水管理

「第4回 気候変動に対応したダムの機能強化のあり方に関する懇談会 資料」より

2023
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２. 総合流域水管理

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より



公益財団法人 リバーフロント研究所 15

３. 流域水循環計画と渇水対策

流域水循環計画は、84計画策定されており、渇水対策の記載は２０計画にある。

例えば、愛媛県松山市では、水資源の開発や保全のほか、節水や有効利用につい
て計画に盛り込み、水資源に関する課題を総合的に解決しようとしている。

長期的水需給計画 基本計画（松山市）より作成
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４. 熊本県地下水保全条例
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４. 熊本県地下水保全条例

熊本県パンフレットより
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４. 熊本県地下水保全条例

熊本県パンフレットより

地下水位は2003年頃まで低下傾向を示していた。
2004年から、白川中流域等で転作田に水を張り、地下に水を浸透させる人工的な地
下水涵養が開始された。
その後、熊本県の観測井戸の水位の多くは回復傾向にある。
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４. 熊本県地下水保全条例

熊本県パンフレットより
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４. 熊本県地下水保全条例

熊本県パンフレットより



公益財団法人 リバーフロント研究所 24

４. 熊本県地下水保全条例

熊本県パンフレットより
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４. 熊本県地下水保全条例

熊本県パンフレットより

JASM：Japan Advanced Semiconductor Manufacturing
Taiwan Semiconductor Manufacturing Company (TSMC)の子会社、ソニーセミ

コンダクタソリューションズ株式会社、株式会社デンソー、トヨタ自動車株式会社が
少数株主として参画
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５. 下久保ダムの堆砂対策

「下久保ダム堆砂に関する技術資料（水資源機構）」より
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５. 下久保ダムの堆砂対策

「下久保ダム堆砂に関する技術資料（水資源機構）」より
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５. 下久保ダムの堆砂対策

「下久保ダム堆砂に関する技術資料（水資源機構）」より
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６. 浦山ダムの清水バイパス、水機構における水質保全設備の概要

「浦山ダムHP」より
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６. 浦山ダムの清水バイパス、水機構における水質保全設備の概要

「環境報告書（水資源機構）」より
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７. 施設の老朽化（矢作川明治用水頭首工）

明治用水頭首工対策委員会第一回資料より
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７. 施設の老朽化（矢作川明治用水頭首工）

令和４年度業務実績報告書（独立行政法人水資源機構）より

５月15 日（日） 現地で漏水を確認。
５月16 日（月） 漏水を防止するため、漏水箇所と推定される地点に砕
石
を投入し、閉塞を試みたが、漏水状況に変化なし。
５月17 日（火） 漏水量が増大し、堰上流側水位が取水困難な水位まで
低
下し、取水が停止。
必要水量を確保するため、仮設ポンプを設置開始（以降
増設）。
５月19 日（木） 工業用水の取水を再開（通常の３割程度）。
設置済ポンプ42 台（ポンプ能力2.74m3/s）
５月24 日（火） 漏水箇所の周囲を大型土のうで囲む止水対策を開始。
設置済ポンプ114 台（ポンプ能力7.15m3/s）
５月25 日（水） 農業用水の試験通水を開始。
設置済ポンプ130 台（ポンプ能力8.45m3/s）
５月30 日（月） 農業用水の４ブロック順での通水（１日通水３日断水
）
を開始。
設置済ポンプ162 台（ポンプ能力11.62m3/s）

明治用水頭首工対策委員会資料より抜粋
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７. 施設の老朽化（矢作川明治用水頭首工）

明治用水頭首工対策委員会第四回資料より
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７. 施設の老朽化（矢作川明治用水頭首工）

明治用水頭首工対策委員会第四回資料より



公益財団法人 リバーフロント研究所 35

７. 施設の老朽化（矢作川明治用水頭首工）

「流域総合水管理のあり方について 答申参考資料」より


